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片岡純也，横田一貴，吉岡(小林)徹（一橋大学），柴山創太郎（東京大学），川村真理（科学技術・学術

政策研究所） 

kataoka@iir.hit-u.ac.jp 

 
1. 研究の背景と先行研究 

 地域経済をいかにして発展させるかは実務的にも政策的にも重要な問題である．地域経済の発展要因

については様々な観点から学術的な研究が積み重ねられてきた．こうした研究においてしばしば指摘さ

れるのは，その地域に存在する大学の重要性である(Abel & Deitz, 2012)．  
 大学はいかにして地域経済を促進するのであろうか．多くの先行研究が注目してきたのは，その地域

に存在する企業との共同研究であろう．大学はその所在地域の企業との共同研究によって新しい知識を

獲得し，その知識を生かしてイノベーションを生み出すのである(Perkmann & Walsh, 2007)．この観

点については豊富な研究が存在し，実証的にも支持されている(Laursen et al., 2011; Maietta, 2015; 
Qiu et al., 2017)． 
 しかし，大学がその地域のイノベーション，ひいては経済活動を促進する経路は共同研究に限られて

いるわけではない．大学は，研究開発組織である以前に教育組織でもある．つまり，その所在地域の企

業と共同研究を行うことを通してだけでなく，高度な知識を有する人材をその地域に輩出するという経

路からも，大学は所属地域のイノベーションに貢献している可能性がある(Faggian & Mccann, 2009)．
けれども，この視点に基づく分析は日本というコンテクストでは少なく，高度に専門的な知識の担い手

として人材として特に重要であると考えられる博士課程の学生に注目した知見は極めて少ない． 
 つまり日本において，どのような大学が地域経済に高度な人的資本の輩出という点で貢献しているの

かは十分に明らかにされていないのである．本研究では，博士課程を修了した学生に対して行われてい

る追跡調査というユニークなデータセットを用いて，この問題を実証的に検証する．  
 
2. 研究の目的とデータ 

 博士課程を修了した学生のその後の進路を大規模に追跡することは困難である．これに対して本研究

では，文部科学省科学技術・学術政策研究所(以下，NISTEP)が実施している「博士人材追跡調査(JD-Pro)」
を利用することで，大学による地域への博士人材の輩出状況とその要因を探索的に分析する． 
博士人材追跡調査とはNISTEPが 2014年より実施している博士課程修了者を対象とした調査である

1．この調査には，在学していた博士課程の情報や，現在就業しているセクター情報，居住地情報などが

含まれている．それゆえこのデータを利用することで，博士課程修了者がアカデミアに就職しているの

かそれとも民間セクターに就業しているのか，就業している地域はどこかなどを特定することができる．

なお，このデータは個人単位で収集されているが，本研究の焦点は大学である．それゆえ本研究では個

票データを大学単位のデータに集計して分析を行った． 
また，この調査は 2023 年 9 月時点で 2012 年度・2015 年度・2018 年度修了者を対象に実施されて

おり，各コホートについて 3 年ごとに追跡調査が実施されている．本研究ではこのうち 2012 年度修了

者を対象とした 1 回目の調査(2012 年度修了者を対象とした 1.5 年後調査)のデータのみを利用して分析

を行った． 
 

3. 分析方法 

(1) 被説明変数 
 本研究の主たる従属変数は 2 つ存在する．第 1 の従属変数が民間同地域就職率である．これは民間企

業に就職しておりかつ所属大学と同じ都道府県に居住し続けている回答者の割合によって測定した．第

2 の従属変数がアカデミア同地域就職率である．これはアカデミアに就職しておりかつ所属大学と同じ

 
1 https://www.nistep.go.jp/jdpro/ 
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都道府県に居住し続けている回答者の割合によって測定した． 
(2) 説明変数 
 本研究の目的は地域に人材を輩出する大学の特徴を探索的に明らかにすることにある．それゆえ何等

かの仮説検証をするというより，むしろ 3 つの視点から幅広い説明変数を設定することとした．第 1 の

視点が大学と民間企業とのつながりである．この視点に基づく変数は共同研究を含め多様なものが想定

されるが，本研究ではその中からインターンシップ実施率のみを採用した．つまり当該大学の回答者に

占めるインターンシップ参加者の割合を計算した． 
 第 2 の視点が大学の研究志向性である．本研究ではこの視点に基づく 2 つの変数を分析に加えた．第

1 の変数が 1 人当たり論文数である．これは各回答者の答えた筆頭査読付き論文数の平均値によって測

定した．第 2 の変数が DC 取得率である．これは回答者に占める日本学術振興会特別研究員 DC1 と DC2
採用者の割合によって測定した． 
 第 3 の視点が大学の構造的な特徴である．本研究ではこの視点に基づく 3 つの変数を採用した．第 1
の尺度が学生数である．これは当該大学の回答者数をカウントすることで測定した．第 2 の尺度が医学

部シェアである．これは当該大学回答者に占める医学系博士課程修了者のシェアによって測定した．な

お本研究における医学系博士課程修了者とは，出身博士課程の分野として医学・歯学・薬学・看護・そ

の他保険のうちのどれか 1 つを選択した回答者である．第 3 の変数が社会人学生シェアである．本研究

では博士課程入学以前に就業経験のある回答者の割合によって計算をした． 
(3) 統制変数 
 本研究の分析には大学の異質性だけでなく立地の異質性も考慮する必要がある．例えば東京大学の博

士課程を修了した学生は大学の異質性とは関係なく，単に東京に企業や大学が集積しているが故に同じ

地域にとどまる可能性が高い．このような可能性を統制するため，本研究では都道府県ダミーを分析に

加えた． 
(4) 分析モデル 
本研究ではロバストな標準誤差を利用した OLS 分析を利用して分析を行った．しかしながらこのモ

デルでは大きく 2 つの問題が存在する．第 1 の問題点は従属変数がシェアであるために従属変数が 0 か

ら 1 までの値しかとらないという点である．第 2 の問題点は都道府県単位での級内相関が存在する可能

性があるという点である． 
このような問題点に対応するため，本研究ではロバストネス・チェックとして Tobit モデルを採用し

た分析と，都道府県の影響を加味したマルチレベル Tobit 分析を利用した分析も実施することとした． 
 

4. 分析結果 

(1) 記述統計 
分析に利用した変数の記述統計をまとめたものが以下の表 1 である． 

表表  11  記記述述統統計計  

 
 表 1 より学生数と DC 取得率との間に 0.47 という強い相関があることが確認できる．これは研究能

力の高い大学が，多くの学生にとってキャリア上有力な進学先として選ばれやすいという関係を反映し

ているのであろう．なおこのような強い相関は多重共線性への懸念を想起させる．しかし，VIF を計算

したところ最大値は 2.46 で平均値は 1.45 と一般的な基準である 4 を大きく下回っていた．それゆえ本

分析において多重共線性への懸念は小さいと考えられる． 
(2) 分析結果 
表 2 は民間同地域就職率を従属変数とした分析の結果をまとめたものである．表 2 のモデル 1 は OLS

による分析を，モデル 2 は Tobit モデルを利用した分析を，モデル 3 はマルチレベル Tobit モデルによ
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る分析をそれぞれ示している． 
この分析において統計的に有意な結果が得られたのは以下の 4 つの変数である．第 1 にインターンシ

ップがモデル 1 とモデル 2 において 10%水準であるものの正の方向に有意であった．しかしながらモデ

ル 3 では係数の方向は同じである者の 10%水準でも有意とならなかった．第 2 に 1 人当たり論文数はモ

 (1) (2) (3) 
VARIABLES Model 1 Model 2 Model 3 
    
インターンシップ実施率 0.234* 0.234* 0.153 
 (0.135) (0.124) (0.109) 
1人当たり論文数 -0.0358*** -0.0358*** -0.0367*** 
 (0.00815) (0.00747) (0.00712) 
DC取得率 -0.100 -0.100 -0.0969 
 (0.0996) (0.0913) (0.0736) 
学生数 -0.000468 -0.000468 -0.000428** 
 (0.000351) (0.000322) (0.000194) 
医学部シェア -0.0947** -0.0947** -0.102** 
 (0.0407) (0.0373) (0.0421) 
社会人学生シェア 0.195*** 0.195*** 0.190*** 
 (0.0613) (0.0562) (0.0530) 
Constant 0.360*** 0.360*** 0.228*** 
 (0.0975) (0.0893) (0.0506) 
    
Observations 325 325 325 
R-squared 0.262   
都道府県ダミー Yes Yes Yes 
Number of groups   47 

Robust standard errors in parentheses 
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 

表表  22  民民間間同同地地域域就就職職率率をを従従属属変変数数ととししたた分分析析  

 (1) (2) (4) 
VARIABLES Model 1 Model 2 Model 3 
    
インターンシップ実施率 -0.164 -0.164 -0.141 
 (0.113) (0.103) (0.0932) 
1人当たり論文数 0.0233** 0.0233** 0.0248*** 
 (0.0108) (0.00990) (0.00732) 
DC取得率 -0.342*** -0.342*** -0.367*** 
 (0.124) (0.114) (0.0824) 
学生数 -6.45e-05 -6.45e-05 -5.93e-05 
 (0.000306) (0.000280) (0.000221) 
医学部シェア 0.157*** 0.157*** 0.173*** 
 (0.0504) (0.0462) (0.0585) 
社会人学生シェア -0.159** -0.159*** -0.153** 
 (0.0662) (0.0607) (0.0657) 
Constant 0.437*** 0.437*** 0.299*** 
 (0.113) (0.103) (0.0592) 
    
Observations 325 325 325 
R-squared 0.261   
都道府県ダミー Yes Yes Yes 
Number of groups   47 

Robust standard errors in parentheses 
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 

表表  33  アアカカデデミミアア同同地地域域就就職職率率をを従従属属変変数数ととししたた分分析析  
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デル 1 からモデル 3 のすべてにおいて 1%水準で負の方向に有意であった．第 3 に医学部シェアは 5%
水準で全てのモデルで負の方向に有意であった．最後に社会人学生シェアは 1%水準で全てのモデルで

有意であった．  
これに対して表 3 はアカデミア同地域就職率を従属変数とした分析を示したものである．表 3 におい

てもモデル 1 は OLS による分析を，モデル 2 は Tobit モデルを利用した分析を，モデル 3 はマルチレ

ベル Tobit モデルによる分析をそれぞれ示している． 
表 3 において有意となった変数は以下の 4 つの変数である．大学の研究志向性を示す 1 人当たり論文

数はモデル 1 とモデル 2 において 5%水準で，モデル 3 においては 1%水準で正の方向に有意になった

ものの，DC 取得率はすべてのモデルにおいて 1%水準で負の方向に有意であった．また，医学部シェア

はすべてのモデルにおいて 1%水準で正の方向に有意に，社会人学生シェアはすべてのモデルにおいて

1%水準で負の方向に有意であった． 
 

5. 議論と限界 

 本研究では民間セクターとアカデミックセクターそれぞれにおいて，所在地域に博士人材を輩出する

大学の特徴について探索的な分析を行った．この分析の結果，大学の研究志向性については対照的な結

果が得られた．具体的には大学の 1 人当たり平均論文数は民間セクターにおける同地域就職率を低下さ

せるのに対して，アカデミアにおける同地域への就職率を高めるという結果が得られた．学術研究に注

力する大学はアカデミアという経路を，そうでない大学は民間への人材の輩出という経路を通じて地域

経済に貢献するという役割分化がなされている可能性をこの結果は示している． 
 また本研究の分析は博士課程におけるインターンシップの価値も示唆するものである．分析結果は，

インターンシップが民間セクターにおける同地域就職率を高めることを示唆している．この結果がロバ

ストではないという点には注意が必要であるものの，カリキュラムへの介入によって大学が地域経済へ

の人材輩出を促進できるという可能性を示したのである． 
 しかしながら本研究の分析には限界点も存在する．本稿の分析は探索的なものであるため様々な問題

点があるものの，ここでは 3 点提示する．第 1 に本研究は単に相関関係を抽出しただけで因果関係まで

は特定できていないという点である．因果関係の推定のためには政策の介入タイミングを利用した自然

実験などを利用してより詳細な分析が必要であるといえよう． 
 第 2 に本分析は 1.5 年時点のデータのみを利用しているという点である．それゆえ 1.5 年時点で同じ

都道府県にとどまっていたとしても，その人材が長期的にも同じ地域にとどまっているのかは確かめる

ことができていない．また，1.5 年時点では別の地域に移動しており，その後大学所在地に戻ってくる

という可能性も検討できていない．それゆえ同じコホートの他の時点のデータでの分析も必要であろう． 
 第 3 に本研究の分析は単一コホートにとどまるという点である．本研究の分析結果は他のコホートに

おいても一貫しているのかは検証できていないため，本研究の分析は外的妥当性という点で問題がある．

それゆえ同様の分析を他のコホートでも実施する必要があるといえよう． 
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